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概要

本稿では、SNA と家計調査から計算される家計貯蓄率の乖離の原因を明らかにし、日本の貯

蓄率の低下の原因を考察した。特に、近年の統計の整備を活用することで、先行研究では困難と

された問題を解決した。

SNA と家計調査の乖離を生む既知の要因として、調査範囲の違い・貯蓄概念の違い・家計調

査の記入誤差が存在している。調査範囲については、家計調査の調査世帯が農林漁家・単身世

帯まで拡大されたことや無職世帯の情報の利用可能性が改善されたことによって整合性が高まっ

た。また、貯蓄の概念については、新しい国連の基準である93SNA が導入されたことで、貯蓄の

概念調整が容易になった。しかし、こうした統計の改善を用いても、調整された調査範囲や貯蓄概

念の違いでは、貯蓄率の乖離の3分の2程度しか説明できなかった。

それに対し、貯蓄率の乖離を説明したのは家計調査の記入誤差である。これまで客観的な検

証が困難であったが、新たに調査が開始された家計消費状況調査や貯蓄動向調査・家計調査貯

蓄・負債編の資産データを活用することで、客観的に評価することができた。この家計調査の記入

漏れを調整すると、ほぼ完全に乖離は解消することができた。

この結果、SNA の貯蓄率の変動の内訳を家計調査を用いて、世帯属性ごとに帰着させること

が可能となった。修正された貯蓄率で見ると、近年の貯蓄率の低下は、高齢化という人口の年齢

構成の変化のみならず、無職世帯の貯蓄率が急激に低下したことが原因となっていることが明ら

かになった。ただし、その経済学的な解釈は今後の課題である。
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